別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：感染症予防費
	事業名:感染症指定医療機関運営費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　感染症対策担当　電話番号：058-272-1111（内3352）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：12,091千円（前年度予算額：12,212千円）

	事業内容


	１　事業の内容


各圏域において必要な感染症指定医療機関を確保し、感染症のまん延防止と感染症患者に対する良質かつ適切な医療の提供を図るため、各感染症指定医療機関の運営に必要な経費（光熱水費、燃料費、委託料、備品購入費等）に対し、補助を行う。
	２　所要経費


感染症指定医療機関運営費補助金　12,091千円

・積算内訳

第一種感染症指定医療機関（補助基準額＝１床当たり４，５００千円）
	都道府県区域
	医療機関名
	病床数

	１箇所
	岐阜赤十字病院
	２床


第二種感染症指定医療機関（補助基準額＝１床当たり１，５００千円）
	二次医療圏
	医療機関名
	病床数

	岐阜
	岐阜赤十字病院
	６床

	西濃
	大垣市民病院
	６床

	中濃
	厚生連中濃厚生病院
	６床

	東濃
	県立多治見病院
	６床

	飛騨
	厚生連久美愛厚生病院
	６床


· 負担区分及びその財源　国１／２、県１／２
· 根拠法令等　
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第６０条第２項
　　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


・  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律が平成１１年４月１日から施行され、旧伝染病予防法に基づく市町村の隔離病舎の設置義務がなくなり、知事が感染症指定医療機関を指定することとなった。
・　県は旧伝染病予防法の下、市町村が設置した隔離病舎等に関する諸経費の一部を負担してきた。感染症法においても同様に、同法第６０条に基づき、感染症指定医療機関の運営に要する費用を補助する。
・　また、平成１９年度から県内で唯一となる第一種感染症指定医療機関を岐阜赤十字病院に指定（平成１９年５月）し、既に稼動している状況であり、指定医療機関の運営に要する費用を引き続き、計上することとする。
	３　これまでの取組に対する評価


各圏域において必要な感染症指定医療機関を確保し、感染症のまん延防止と感染症患者に対する良質かつ適切な医療の提供につながっている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	12,212
	6,106
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,106

	要求額
	12,091
	6,045
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,046

	決定額
	12,091
	6,045
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,046


